
    市政懇談会資料 
 

２０１４年 ３月 １日 

日本共産党北九州市会議員団 

■安倍暴走政治から市民生活と平和を守り、１年後の市長・県議選を展望して 

市民とともに共同のたたかいをひろげます 
 

安倍政権による消費税増税と社会保障大改悪、原発再稼働、立憲主義を壊し海外で戦争する国

づくりという、暴走政治が続くなかで２月定例市議会が始まりました。 

日本共産党市会議員団は、今議会も９名の議員一丸となって切実な市民要求実現のため、それ

を阻む安倍政権の暴走と真正面からたたかうとともに、北九州市が住民の福祉を増進させるとい

う本来の役割を果たすよう、北橋市政と対峙して全力をあげます。 

また、来年早々の市長選挙まで、残り１年を切りました。市政の方向を決定づける重要な選挙

であると同時に、これに続くいっせい地方選挙にも連動する重要なたたかいに向けて、「市民の会」

に結集する団体、広範な市民と力を合わせて全力を尽くします。 
 

市民福祉の削減許さず、税金のムダ使いなくす――真の「行財政改革」を 

北橋市長は、２０１４年度の北九州市予算案を、「次の半世紀へ向け、環境など新たな成長と安

全・安心予算」と名付け、４つの柱として「地域経済対策の推進」、「安全・安心を実感できるま

ちづくりの推進」、「高齢者施策等の福祉・医療、子育て・教育の拡充」、「観光・文化・スポーツ

の振興によるにぎわいの創出」を掲げています。 

しかしその基本は、福祉を切り捨て、市民生活を顧みず、そして大型公共事業復活と大企業優

遇を続ける国の悪政に追随するものとなっています。同時に、「行財政改革」の名で、敬老祝金制

度の大幅な縮小や、火葬場の使用料引き上げなど、市民サービスをさらに後退させる内容を含ん

でおり、さらに今後市営住宅や学校など身近な公共施設の削減に向けた検討が始まろうとしてい

ます。また、学校給食や保育所給食の調理業務の民間委託の拡大など、市民サービスを担う部門

を中心に、いっそうの職員削減を推進しようとしています。 

一方、認知症への支援対策、老朽・危険空き家対策の改善、ひとり暮らし高齢者のゴミ出し支

援など、みなさんとともに取り組んできた運動の成果も盛り込まれています。 

日本共産党市会議員団は、市民の切実な声を市政につなぎ、税金のムダ使いを厳しくチェック

する市議会が担っている役割を踏まえて、引き続き、国保料や介護保険料の負担軽減、子どもの

医療費の無料化の対象拡大、中小企業への更なる支援強化と市民の雇用確保など、喫緊の課題を

前進させるために、今議会でも力を尽くす決意です。 
 

安倍内閣の暴走に歯止めを。来年早々の市長選、いっせい地方選挙での勝利へ 

秘密保護法強行、集団的自衛権など憲法破壊の暴走を続け、消費税増税、社会保障改悪、ＴＰ

Ｐ参加や原発再稼働と新・増設、そしてアメリカ言いなりの安保・基地政策など、安倍・自公政

権の悪政に歯止めをかける立場で、日本共産党市会議員団は本会議、予算特別委員会の論戦に臨

むとともに、意見書提案を通じて、市民の声を国に届けるために奮闘する決意です。 

来年早々に闘われる北九州市長選挙、国政にも大きな影響を及ぼす 4 月のいっせい地方選挙勝

利に向けて、ともに頑張りましょう。 
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☆今議会で市民要求が前進したもの（主なもの） 

 

○福祉収集業務  ３４０万円 

ごみステーションに家庭ごみを出すことが困難なひとり暮らしの高齢者等を対象

に玄関先での収集を行う。 

 

○オレンジプラン推進事業  ９００万円 

 国が公表した「認知症施策推進５か年計画（オレンジプラン）」を踏まえて「北九

州市版オレンジプラン」策定や認知症初期集中支援チームをモデル配置する。 

 

○認知症疾患医療センター運営事業   ７６０万円 

 地域における認知症ケア体制の強化を図るため、認知症患者に関する鑑別診断、専

門医療相談等を行う。 

 

○学校施設耐震補強工事  1４億４６００万円 

       （小学校 22校、中学校 17校、高校１校、特別支援学校等６校）  

 

○普通教室等扇風機設置事業  ８４６０万円 

 教室の暑さ対策として、小学校４・５年普通教室及び幼稚園に設置する。 

 

○東部地域における特別支援学校の整備  6億９３５０万円 

 知的障害者と病弱な児童生徒を対象とする特別支援学校を、旧門司商業高校跡地に

新設するため、校舎新築工事等を着手する。（他の債務負担２３億１８５０万円） 

 

○小倉南区地区図書館の設置  ２５６０万円 

 小倉南区の地区図書館整備に向けて、基本実施計画を行う。 

 

○老朽空き家等除却促進事業  ５０００万円 

 住環境の改善を図るため、一定基準を満たす老朽空き家等について、除去費の一部

を助成する。今年度は補助要件の見直し等、制度を充実する。 

 

○新門司体育施設グランド整備  ２億１０００万円 

市民やスポーツ団体等の芝生グラウンド利用の需要に応えるため、天候に左右され

ない人工芝グラウンドを整備する。 

 
○太刀浦埠頭用地整備事業  ２億２６４０万円 

 コンテナターミナル内の舗装補修や荷捌き地を舗装し、安全性確保と効率化を図る。 

 

○特別養護老人ホームの増床、２０１４年度中に７２９床増やす予定 
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●行財政改革推進計画  

平成 26 年度の取り組み（全会計・事業費ベース） 

 ◆効果額の合計   5,309 百万円 

 ◆内訳 

  １．「簡素で活力ある市役所の構築」関連 

    人員削減（127 人）             ▲1,086 百万円 

退職手当水準の引き下げ（200 人）       ▲563 百万円 

給与の適正化（持ち家に係る住居手当の廃止）   ▲100 百万円 

福利厚生事業の見直し（事業主交付金の減額）     ▲42 百万円 

 

  2．「外郭団体改革」関連 

     外郭団体への補助金の精査           ▲140 百万円 

         （国際東アジア研究センター       ▲20.7 百万円） 

         （北九州国際交流協会          ▲ 3.5 百万円） 

         （北九州市芸術文化振興財団       ▲25.4 百万円） 

         （アジア女性交流・研究フォーラム    ▲ 5.7 百万円） 

         （九州ヒューマンメディア創造センター  ▲10.0 百万円） 

         （北九州産業学術振興機構        ▲58.0 百万円） 

         （北九州高速鉄道            ▲ 2.7 百万円） 

         （北九州市学校給食協会         ▲ 3.6 百万円） 

     外郭団体への委託料の精査          ▲ 74 百万円 

       全 15 団体について精査 

     公益財団法人（ＦＡＩＳ）の基本財産の返還  ▲600 百万円 

     土地開発公社の解散に伴う剰余金等の返還   ▲330 百万円 

       出損金、内部留保の返還 

 

  3．「官民の役割分担と持続的な仕事の見直し」関連 

   〔官民の役割分担関連〕 

     定型的業務の民間委託化     （再掲）（ ▲ 112 百万円） 

       ゴミ収集業務、学校給食調理業務、保育所給食調理業務。その合計効果額 

は約 4 億円であるが、委託料増加分約 3 億円を差し引いた額。 

     民間事業としても行われている業務の見直し  ▲ 412 百万円 

       病院事業会計への繰出金の減（150 百万円）、障害福祉 4 施設の民間譲渡 

       （260 百万円）等。 

   

 〔持続的な仕事の見直し関連〕 

     官民の役割分担に関する見直し        ▲67 百万円 

２ 



         （響灘ビオトープへの指定管理者制度導入    ▲8 百万円） 

         （市営折尾駅前駐車場、黒崎駅西駐車場に指定管理者制度導入 

        ▲23 百万円） 

         （市駐車場新設等補助金交付制度の廃止    ▲10 百万円） 

         （産学官連携等による研究開発の大学向け助成金等の見直し 

   ▲19 百万円） 

         （交通事故相談体制の見直し          ▲7 百万円） 

      

事業内容等の見直し            ▲390 百万円 

         （市社協への補助金の見直し         ▲13 百万円） 

         （市シルバー人材センターへの補助金の見直し ▲13 百万円） 

         （北九州港振興協会への補助金の見直し    ▲0.3 百万円） 

         （生涯学習事業の「まいなびフォーラム」廃止 ▲10 百万円） 

         （火葬場使用料の見直し           ▲44 百万円） 

         （敬老祝金の見直し             ▲38 百万円） 

         （市政ガイドブックの官民共同発行      ▲20 百万円） 

         （広報媒体の見直し･･･ＳＮＳの活用へ     ▲39 百万円） 

         （永年勤続職員表彰記念品の廃止       ▲16 百万円） 

         （無償提供方式による印刷経費の節減      ▲2 百万円） 

         （指定管理者更新時の業務見直し       ▲88 百万円） 

         （消費生活相談員の２名減           ▲3 百万円） 

         （庁舎案内業務体制の見直し          ▲2 百万円） 

         （交通事故相談体制の見直し          ▲7 百万円） 

         （生活環境パトロール体制の見直し       ▲10 百万円） 

         （国民健康保険料収納体制の見直し       ▲25 百万円） 

         （高齢者の水中歩行教室の廃止          ▲5 百万円） 

         （年長者いきいきクラブの廃止          ▲5 百万円） 

         （男女共同参画施設の企画業務の集約化      ▲4 百万円） 

         （子育てに関する相談窓口体制の２か所を廃止  ▲16 百万円） 

         （九州環境技術創造道場の運営形態の見直し    ▲5 百万円） 

         （林業振興センターの廃止            ▲2 百万円） 

         （道原サイクリングセンターの廃止        ▲2 百万円） 

         （駐輪指導業務の見直し             ▲3 百万円） 

         （河川関連イベントの一部廃止          ▲2 百万円） 

         （花と緑の普及啓発事業の花苗配布事業の廃止   ▲3 百万円） 

         （海事広報艇「みらい」の廃止          ▲25 百万円） 

         （学校における学生ボランティア活用事業の見直し ▲1 百万円） 

      

その他裁量的経費（1000 事業）の見直し   ▲1,505 百万円 
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●正規の市職員は減らされ非正規職員は増える一方
各年４月１日現在

再任用職員フ
ルタイム

平成19年度 9287 89 17 2726 542 12661

20 9103 81 103 2660 581 12528

21 8870 101 155 2724 486 12336

22 8634 112 222 2811 491 12270

23 8428 142 294 2811 480 12155

24 8411 138 324 2979 513 12365

25 8150 338 138 3054 535 12215

■非常勤職員の７５％が女性

（人数） ％ （人数） ％

臨時的任用
職員

合計嘱託職員
再任用職
員短時間

正規職員

75%

女性男性
平成24年5月1日

非常勤職員（人）

3492 869 25% 2623
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[人口　９６万人台に減少]

区分 世帯数
１世帯あたり
人員

計 　　男 　　女
2007年 987,230 463,576 523,654 421,474 2.34
2008年 984,953 462,393 522,560 425,767 2.31
2009年 982,805 461,428 521,377 429,194 2.29
2010年 976,846 459,305 517,541 420,702 2.30
2011年 974,287 458,046 516,241 423,594 2.30
2012年 971,788 456,876 514,912 425,489 2.28
2013年 968,122 455,304 512,818 427,609 2.26

門司 101,562 46,474 55,086 43,879 2.31
小倉北 182,207 85,445 96,762 90,880 2.00
小倉南 215,025 102,310 112,715 88,989 2.42
若松 83,212 39,131 44,081 33,747 2.47

八幡東 70,166 32,597 37,569 32,058 2.19
八幡西 256,702 120,722 135,980 110,435 2.32
戸畑 59,248 28,623 30,625 27,621 2.15

２００７年 3355
２００８年 2277
２００９年 2148
２０１０年 5959
２０１１年 2559
２０１２年 2499
２０１３年 3666

　　

人口･世帯数･１世帯あたり人員

推計人口

２０１３年は３６６６人減少         （単位：人） 

※各年１０月１日現在。 

 ※毎年、２０００人以上の人口が減少しています。２０１０年は、前年に比べて５９５９人も人口が減
少しています。２０１０年の人口急減は国勢調査で数が正確になったから、と市は説明しています。 
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年齢別人口（住民基本台帳）
区分 ２００９年 ２０１０年 ２０１１年 ２０１２年 ２０１３年
総計 981,206 979,315 976,915 985,986 982,320

０～９歳 84,892 84,305 83,741 83,635 83,186
１０～１９歳 90,647 90,405 90,018 90,244 89,847
２０～２９歳 106,659 104,089 102,396 103,518 101,027
３０～３９歳 132,273 130,294 127,491 126,205 122,732
４０～４９歳 117,119 118,799 121,007 125,406 127,975
５０～５９歳 133,082 127,301 122,059 119,768 117,082
６０～６９歳 144,434 147,754 148,013 148,697 148,301
７０～７９歳 106,898 108,624 111,384 113,740 114,592
８０～８９歳 54,668 56,361 58,816 61,946 64,104
９０～９９歳 10,159 10,981 11,545 12,343 12,945
１００歳以上 370 397 440 478 524

不詳 5 5 5 6 5

各区の人口の増減（１９８０年比較） （単位：人）
１９８０年 ２０１３年 増減

門司区 142,222 101,562 -40,660
小倉北区 217,204 182,207 -34,997
小倉南区 181,740 215,025 33,285
若松区 87,166 83,212 -3,954
八幡東区 107,880 70,166 -37,714
八幡西区 248,069 256,702 8,633
戸畑区 80,797 59,248 -21,549
計 1,065,078 968,122 -96,956

小倉南区と八幡西区以外は人口が減少

 北九州市の人口のピークは１９７９年の１０６万８０００人。 
 ２００５年１月、ついに９９万９８３５人と１００万人を割り、２０１０年には９７
人万台に、そして２０１３年は９６万人台になりました。２０１２年の住民基本台帳人
口が増えているのは、外国人を加えたため。 
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[２０１４年度一般会計予算案]
（単位：千円）

区分 ２０１４年度 ２０１３年度
予算額 予算額 増減

計 542,102,000 539,980,000 2,122,000
議会費 1,724,163 1,757,934 ▲ 33,771
総務費 39,308,111 38,367,759 940,352
保健福祉費 149,131,641 144,625,321 4,506,320
子ども家庭費 57,358,510 55,434,579 1,923,931
環境費 17,347,076 18,970,541 ▲ 1,623,465
労働費 1,455,607 1,427,398 28,209
農林水産業費 2,436,083 2,332,372 103,711
産業経済費 86,756,672 92,327,081 ▲ 5,570,409
土木費 43,674,681 45,075,357 ▲ 1,400,686
港湾費 5,137,525 5,457,000 ▲ 319,475
建築行政費 13,380,271 13,977,801 ▲ 597,530
消防費 15,001,862 11,798,716 3,203,156
教育費 29,955,573 28,076,140 1,879,433
災害復旧費 703 705 ▲ 2
諸支出金 79,133,522 80,051,296 ▲ 917,774
予備費 300,000 300,000 0

[２０１４年度予算の構成比]

〔予算総額は約１兆2358億円〕 （単位：百万円）
２０１０年度 ２０１１年度 ２０１２年度 ２０１３年度 ２０１４年度

一般会計 532,875 547,454 552,286 539,980 542,102
普通特別会計 488,225 490,984 514,720 524,553 565,343
企業会計 116,207 120,262 113,045 114,901 128,419

合計 1,137,307 1,158,700 1,180,051 1,179,433 1,235,864

議会費 

0.3% 

総務費 

7.3% 

保健福祉費 

27.5% 

子ども家庭費 

10.6% 

環境費 

3.2% 

労働費 

0.3% 農林水産業費 

0.4% 

産業経済費 

16.0% 
土木費 

8.1% 

港湾費 

0.9% 

建築行政費 

2.5% 

消防費 

2.8% 

教育費 

5.5% 

災害復

旧費 

0.0% 

諸支出金 

14.6% 

予備費 

0.1% 

7 



[２０１４年度歳入]

(単位：千円）
区分 ２０１４年度 ２０１３年度 増減

当初予算 当初予算
市税 156,638,300 154,744,400 1,893,900
地方譲与税 3,318,000 3,373,000 ▲ 55,000
利子割交付金 383,000 366,000 17,000
配当割交付金 239,000 137,000 102,000
株式等譲渡所得割交付金 130,000 77,000 53,000
地方消費税交付金 10,861,000 9,181,000 1,680,000
ゴルフ場利用税交付金 51,000 52,000 ▲ 1,000
自動車取得税交付金 559,000 1,108,000 ▲ 549,000
軽油引取り税交付金 7,086,000 6,768,000 318,000
国有提供施設等所在市町村助成交付金 26,000 26,000 0
地方特例交付金 430,000 430,000 0
地方交付税 49,000,000 53,500,000 ▲ 4,500,000
交通安全対策特別交付金 436,000 436,000 0
分担金及び負担金 5,680,082 5,711,928 ▲ 31,846
使用料及び手数料 16,007,442 15,954,271 53,171
国庫支出金 93,469,664 90,089,485 3,380,179
県支出金 21,050,458 19,795,403 1,255,055
財産収入 3,635,740 2,806,036 829,704
寄付金 443,339 499,006 ▲ 55,667
繰入金 13,401,340 13,470,502 ▲ 69,162
繰越金 10 10 0
諸収入 94,708,225 99,954,859 ▲ 5,246,634
市債 64,548,400 61,500,100 3,048,300
計 542,102,000 #REF! 2,122,000

※▲印はマイナス
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[国からくる交付税等は４０億円減]

〔国からくるお金〕

（単位：億円）

地方交付税 臨時財政対策債
２００７年度 577 100
２００８年度 593 93
２００９年度 590 145
２０１０年度 590 291
２０１１年度 570 290
２０１２年度 570 310
２０１３年度 535 310
２０１４年度 490 315

※２００７～２０１２年度は決算額、２０１３年度、２０１４年度は予算額
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 ２０１４年度に国が地方の配分する地方交付税は、４９０億円で、臨時財政対策債は前年
度から５億円減の３１５億円となっています。臨時財政対策債は、とりあえず地方公共団体
（北九州市）が借金をして財源をつくり、後から国がその分を補てんするというものです
が、市の借金（市債）であることに変わりありません。 

臨時財政対策債は予算ベースで過去最高に 

臨時財政対策債 

地方交付税 
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[市税の推移]

０５年度 152,000
０６年度 158,367
０７年度 169,442
０８年度 169,619
０９年度 162,306
１０年度 158,524
１１年度 158,966
１２年度 157,657
１３年度 154,744
１４年度 156,638

 市税は、市民税（個人、法人）、固定資産税、軽自動車税、市たばこ税、鉱産税、特別土

地保有税、入湯税、事業所税、都市計画税、環境未来税からなっており、市の収入の根幹で

す。 

 ２０１３年度の市税当初予算は１，５６６億円で、対前年度比１９億円の増となっていま

す。市税は個人市民税は５億円増の４６１億円、法人税は１１億円増の１３０億円です。増

加しているのは他に市たばこ税、家屋の固定資産税などです。 

０５年度 ０６年度 ０７年度 ０８年度 ０９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 

系列1 152,000 158,367 169,442 169,619 162,306 158,524 158,966 157,657 154,744 156,638

（単位：１００万円） 
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｛市税のうち、個人市民税等の推移｝

（単位；億円）

個人市民税 法人税 固定資産税等 その他
２００７年度 461 215 852 166
２００８年度 472 201 858 165
２００９年度 473 148 844 158
２０１０年度 461 116 852 156
２０１１年度 445 127 856 162
２０１２年度 454 137 810 176
２０１３年度 456 119 799 173
２０１４年度 461 130 801 174
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[北九州市の市債（借金）の推移]
（単位：百万円）

区分 86年度末 08年度末 09年度末 10年度末 11年度末 12年度末 １３年度末 14年度末

総額 665,263 1,392,133 1,373,995 1,358,202 1,392,214 1,405,764 1,410,292 1,408,456
対前年度比 98.8% 98.7% 99.5% 101.7% 101.0% 101.0% 100%
一般会計 307,358 930,871 926,731 929,634 965,283 992,133 1,007,869 1,019,390
特別会計 78,097 155,236 148,296 144,383 145,943 140,001 134,140 126,537
企業会計 279,808 306,025 298,967 284,184 280,987 273,628 268,283 262,528

※年度末見込み

北九州市の借金は総額で１兆４０８４億円 （単位：百万円）
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［公債費（一般会計の借金払い）の推移］

2006年度 66,598
2007年度 72,017
2008年度 72,285
2009年度 74,787
2010年度 70,314
2011年度 67,866
2012年度 67,903
2013年度 67,552
2014年度 66,480

13

※公債費は、市が借り入れた地方債の元利償還費と、一時借入金の利息の合計。.

2006

年度 

2007

年度 

2008

年度 

2009

年度 

2010

年度 

2011

年度 

2012

年度 

2013

年度 

2014

年度 

系列1 66,598 72,017 72,285 74,787 70,314 67,866 67,903 67,552 66,480

単位：百万円 



[借金の大部分は「土木」]
（借金の内訳）

（単位：百万円）
費目 金額
総務債 33,090
保健福祉債 17,829
こども家庭債 6,142
環境債 20,318
労働債 14
農林水産業債 6,852
産業経済債 35,066
土木債 405,909
港湾債 82,660
建築行政債 33,602
消防債 12,862
教育債 52,423
合計 706,766
２０１３年度末見込み

（単位：１００万円）

 土木費は毎年減っています。それでもかつての大型事業のムダづかいでの借金のツケが、
ダントツに多い土木債として現れており、財政を圧迫しています。 
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[中央直結] 政令市で２番目に多い天下り幹部職員数
　政令市の天下り幹部数 （課長級以上）
政令指定都市人数
札幌 ２人
仙台 ７人
さいたま ７人
千葉 ５人 北九州市の天下り幹部のポスト
川崎 ４人 出身官庁
相模原 ３人 総務省
横浜 ７人 総務省
新潟 ５人 国土交通省
静岡 ３人 文部科学省
浜松 ５人 国土交通省
名古屋 ０人 厚生労働省
京都 ６人 環境省
大阪 ３人
堺 ５人
神戸 ４人 （20１４年1月１日現在）
岡山 １１人
広島 ６人
福岡 ６人
北九州 ８人
熊本 ５人
※２０１４年１月１日現在

北九州市の天下り幹部数の推移
０３年 10
０４年 10
０５年 7
０６年 6
０７年 6
０８年 8
０９年 8
１０年 7
１１年 8
１２年 8
１３年 7
１４年 8
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伊藤正志

文部科学省

建築都市局整備部長

環境局産業廃棄物対策室長

遠山明
山本博之
井上雄佑

保健福祉局保健医療課長

産業経済局新産業振興部長

今村剛志教育委員会事務局指導部指導
企画課長

氏名役職
副市長 松崎茂

港湾空港局・空港担当理事 権藤宗高
鈴木優香

財政局長

 ９６年には１４人いた天下り幹部職員は、０６年には６人に
までへりました。 
 北橋市長は、当選直後に中央省庁から副市長を２人連れてく
るという中央直結の姿勢をみせました。その後、天下り幹部職
員数は８人程度で推移、政令市中で２番目に多い数です。 
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[政令市で最低の市民生活]

　　--市民ひとりあたりの個人市民税額-- （単位：千円）

　※２０１４年度予算案で作成。

市民一人あたりの個人市民税額推移 （単位：千円）
０７年度 ０８年度 ０９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度

北九州市 46.6 47.8 48.0 46.8 45.6 46.6 47.0 47.7
札幌市 51.4 51.4 51.4 48.4 46.9 48.1 47.0 48.5
仙台市 57.9 59.0 59.1 53.7 52.7 50.0 52.7 56.4
さいたま市 74.1 75.7 77.1 71.1 69.7 70.3 71.2 71.5
千葉市 72.2 72.0 72.5 64.3 66.0 67.0 65.5 67.3
川崎市 82.4 82.0 85.0 78.1 76.3 77.6 78.0 78.2
横浜市 83.9 82.5 86.0 76.7 74.8 77.1 77.6 78.2
相模原市 ー ー ー ー 59.1 59.7 59.6 61.1
新潟市 50.7 50.8 49.9 45.7 46.9 48.0 48.1 48.4
静岡市 62.3 61.8 61.2 55.8 55.9 56.7 56.0 57.8
浜松市 60.1 61.6 60.5 51.0 54.0 51.6 55.6 57.6
名古屋市 73.9 75.6 74.4 64.0 65.0 65.9 66.0 66.5
京都市 55.7 57.3 57.1 54.1 51.5 52.3 53.2 54.5
大阪市 51.8 52.3 51.5 49.7 47.9 48.1 49.9 50.4
堺市 53.4 53.3 54.4 52.2 48.4 49.9 50.6 50.8
神戸市 62.2 62.3 62.2 58.8 55.6 58.5 58.5 58.8
岡山市 ー ー 53.8 50.5 49.0 50.9 51.5 52.6
広島市 61.5 61.7 61.4 56.6 56.3 58.5 57.7 58.0
福岡市 58.0 59.0 59.4 56.1 54.4 54.6 55.8 56.3
熊本市 ー ー ー ー ー ー 47.0 47.7

16

 個人市民税額は、各年度の予算額を推計人口で割ったものです。北九州市の個人市民税額
は川崎市、横浜市の半分位しかありません。この間、政令市は２０に増え、北九州市は熊本
市とならんで最低です。 
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[高齢化の状況]

　　各政令市の高齢化率と高齢者人口（推計）
政令市 高齢化率（％）６５歳以上人口

北九州 26.2 257,315
札幌 22.1 424,087 　　　 高齢者数高齢化率
仙台 20.0 207,337 門司区 33,729 32.1%
さいたま 20.4 253,704 小倉北区 46,575 25.6%
千葉 22.1 211,921 小倉南区 51,613 23.8%
川崎 17.8 253,905 若松区 23,966 27.9%
横浜 21.3 790,099 八幡東区 22,916 32.1%
相模原 21.2 150,388 八幡西区 65,555 25.1%
新潟 24.8 198,488 戸畑区 16,881 28.1%
静岡 25.9 186,290
浜松 23.6 192,171
名古屋 22.6 503,781 ※高齢化率は、人口に占める６５歳以上の割合。
京都 25.1 368,662
大阪 24.0 643,232
堺 24.0 204,140
神戸 24.2 374,920
岡山 22.9 160,856
広島 21.4 252,618
福岡 18.7 268,980
熊本 22.1 161,780
※２０１３年４月１日現在

17

各区の高齢化率

２０１３年９月末現在

 北九州市は政令市のなかでも高齢化が一番進んでいます。市が毎年行う市民意識調査で
も、｢高齢社会対策の推進」が通常は要望の第一位です。にもかかわらず、「高齢化社会対
策」の名のもとに、年金、医療等の高齢者対策は後退する一方です。 
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[３7００人を超える特養ホームの待機者]

数
3,493
2,954
2,977
3,114
2,983
2,828
3,543
3,995
3,756
3,723

　　

18

年
2002年
２００３年

２０１３年

２００６年
２００７年

２００４年

２００８年
２００９年

２００５年

２０１１年

 増える特別養護老人ホームの定員 
 
 ２００１年４月から介護保険が導入され、特別養護老人ホームの待機者は急増しまし
た。２００３年７月の待機者が減少しているのは、入所希望をとり直し、その際、「半年
毎」に希望をとりなおすなどの新たな条件をつけたためです。いわば緊急度の高い人たち
ばかりということになりますが、高水準のまま推移し、２００９年１２月時点では、４０
００人近くになりました。２０１３年１２月末現在も３７２３人と高水準です。 
 しかし、日本共産党市議団が介護保険料を払っているのに特別養護老人ホームを利用で
きないのは「保険あって介護なしだ」「北橋市長になって特別養護老人ホームが増えてい
ない」などと追及した結果、２０１１年度末には定員が４１５９人でしたが、２０１４年
度には５０３３人にまで増やす計画になっています。 
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●敬老祝金の見直し 
  
平均寿命の伸びや高齢者の増加などを理由に、平成２６年度から「敬老祝金」制度の対象

年齢と金額を廃止及び減額するなど、名称についても「長寿祝金」へ変更します。 

 

 

 ７７歳 ８８歳 ９９歳 １００歳 １０１歳

以上 

 

予算額 

 

現在の制度 
 

1万円 

 

2万円 

 

3万円 

 

５万円 

 

５万円 

平成25年度 

予算額 

2億5578万円 

 

見直し内容 
      

 

「長寿祝金」に変更 

平成26年度 

 
■節目での支給とするため、

99歳・101歳以上は廃止 

 

■100歳は国・県・市からの

敬老祝品および祝状の支給

もあることから減額 

 

■77歳はこれまでの敬老祝

金制度では初めて受給対象

になっていたとともに、88歳

も含めてその対象者数が多

いことから、制度変更の周知

期間を設けるため、経過措

置として77歳と88歳は1年間

は同額で存続 
 

 

 

 

 

 

 

1万円 

 

 

 

 

 

 

2万円 

 

 

 

 

 

 

廃止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

廃止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成26年度 

予算額 

２億1730万円 

平成27年度～ 
■77歳は廃止   

■88歳は減額 
 

 

廃止 

 

1万円 

 

 ― 

 

２万円 

 

 ― 
 _ 

    

 

１９



●就学援助者数及び援助率の推移

就学援助者数援助率
昭和６１年度 8911 6.4%
平成１０年度 10440 11.3%
平成１１年度 10807 12.1% 89405
平成１２年度 11464 13.3% 86391
平成１３年度 12127 14.5% 83535
平成１４年度 12976 15.7% 82490
平成１５年度 13847 17.4% 79686
平成１６年度 14749 18.7% 78866
平成１７年度 15326 19.7% 77907
平成１８年度 15757 20.3%
平成１９年度 16048 20.8% 76987
平成２０年度 15755 20.6% 76351
平成２１年度 15616 20.5%
平成２２年度 15848 20.9%
平成２３年度 16034 21.3%
平成２４年度 15843 21.2%
平成25年度 15391 20.8%

援助率
札幌市 14% 15.1 15.8 16.4 17.1 17.9 18.1
仙台市 6% 7.6 8.2 8.5 9.3 10.4 10.9
さいたま市 6% 7.1 7 7.5 7.9 8.8 9.2
千葉市 7% 6.5 6.6 7.1 7.4 7.6 8.1
川崎市 6% 6.2 6.5 8.8 7.1 7.5 7.4
相模原 14.9
横浜市 11% 8.9 10.7 11.2 12.5 13.5 13.6
新潟市 25.6 26.7 27.9 30.9 29.6
静岡市 3% 4.1 4.4 4.8 5.8 5.9 6.3
浜松市 3.6 3.8 4.6 5.3 5.5
名古屋市 13% 12.6 12.4 12.3 12.6 13.4 13.6
京都市 14% 16.7 20.9 21.8 17.9 18.7 19.3
大阪市 33% 34.5 34.2 32.6 30.8 29.2 28.7
堺市 22.2 21.8 20.7 22.3 21.6
神戸市 19% 22.8 17.9 17.9 19.3 19.7 20
岡山市 16.4 17.3 17.3
広島市 20% 22.1 22.9 23.9 25.2 28.4 27.7
福岡市 18% 19.1 21 21.6 22.7 23.5 23.9
熊本市
北九州市 19% 20.8 20.6 20.5 20.9 21.3 21.2

20

児童・生徒は減少していますが、受給者は同じ水準で推移しています。
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政令市の就学援助受給率 
（平成２５年６月時点、） 





 

●学校給食調理業務における従事員の離職状況          ２０１４年 2月 日本共産党北九州市会議員団 

 

 

 

 

 

 

※平成２４年度から民間委託 12校が増える。 

直営校の正規調理士の年度途中離職者は平成２３年度、平成２４年度共にない。 

 

◎特に入れ替わりの多い学校  民間委託校で、実際調理員配置数の１００％を超えて離職したところ２年間で 4校、 

 ５０％以上の離職したところは平成 23年度で 10校、平成 24年度で 11 校で、その内 2年連続が 6 校ある。 

 平成 23年度 平成 24年度 

学校名 配置基準

総数 

実際調

理員数 

離職した

調理員数 

離職率 学校名 配置基準

総数 

実際調

理員数 

離職した

調理員数 

離職率 

田野浦小 ２ ４ ２ 50% 到津小 ５ ８ ７ 87.5% 

萩が丘小 ５ ８ ９ 125％ 小倉中央小 ４ ６ ３ 50% 

小倉中央小 ４ ５ ６ 120％ 冨野小 ４ ８ ６ 75% 

到津小 ５ １１ １０ 90.9％ 祝町小 ２ ４ ３ 75% 

冨野小 ４ １０ ７ 70％ 高槻小 ３ ５ ４ 80% 

朽網小 ４ ８ ４ 50% 池田小 ４ ８ ８ 100% 

鴨生田小 ４ ６ ４ 66.7%  竹末小 ４ １３ ８ 61.5% 

高槻小 ３ ５ ５ 100% 筒井小 ４ ８ ４ 50% 

池田小 ４ ７ ４ 57.1% 中尾小 ４ ８ ４ 50% 

竹末小 ４ １３ ８ 61.5% 引野小 ５ １０ ７ 70% 

     中原小 ４ ９ ５ 55.6% 

   直営校 民間委託校 

 学校数 配置基準

総数 

実際調理員

総数 

離職数 離職率 学校数 配置基準

総数 

実際調理員

総数 

離職数 離職率 

平成２３年度 ６４校 １９７人 ３７６人 ０人  ７４校 ２９９人 ６０５人 １４７人 24.3％ 

平成２４年度 ５２校 １６９人 ４７８人 ９人 1.9％ ８６校 ３２９人 ６３６人 １４７人 23.1％ 

●委託契約の中で、配置基準

数が決められている。 

●実際調理員数が多いとこ

ろは、パートなどを配置して

いると考えられる。 

●委託契約の中で、配置数の

半数以上は、常勤(７時間以

上)を置くようになっている。 

●委託契約では「従事者の異

動・交代・代替は必要最小限

度の範囲に留めなければな

らない」としている。 

２２ 



[国保加入世帯の推移]

０５年度 ０６年度 ０７年度 ０８年度 ０９年度 １０年度 １１年度 １２年度
加入世帯数（世帯） 217,200 217,244 218,457 166,823 161,373 160,701 159,617 158,151

51.77 51.95 51.83 39.18 37.60 38.30 37.68 37.17
加入被保険者数(人） 374,961 374,111 371,071 269,953 267,260 264,945 262,390 258,158

37.74 37.77 37.59 27.41 27.19 27.12 26.93 26.57

23

加入率（％）

加入率（％）

 国民健康保険の加入者数は、２００８年４月から後期高齢者医療制度が始まって７５歳以
上が同制度に移行したため、加入世帯数は大きく減少しています。 
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[国保保険証のとりあげが２万世帯超に]

※保険証を取り上げられた世帯数は、「未交付｣｢資格証明書」「短期保険証」の合計。
２００１年度から、国保保険料の滞納が１年たつと保険証をとりあげて「資格証明書」
を発行する制裁措置を発動しました。北九州市は、それさえ上回って、半年の未納
で資格証明書を発行しています。
　　「短期保険証」は1ヶ月、３ヶ月など期限を切られたものです。

０７年 ０８年 ０９年 １０年 １１年 １２年 １３年
2,967 3,102 3,062 1,467 1,148 888 683
3,386 3,255 3,302 6,911 6,806 5,040 5,083
9,228 9,659 11,161 9,801 11,450 14,279 14,017

15,581 16,016 17,525 18,179 19,404 20,207 19,783

24

未交付
資格証明書
短期保険証

合計
※２００７年は１月末現在、２０１１年は３月末現在、２０１２年、２０１３年は１１月末、あとは１２月末現在

（単位：世帯） 

０７年 ０８年 ０９年 １０年 １１年 １２年 １３年 

2,967  3,102  3,062  
1,467  1,148  888  683  

3,386  3,255  3,302  6,911  6,806  
5,040  5,083  

9,228  9,659  
11,161  

9,801  11,450  
14,279  14,017  

短期保険証 

資格証明書 

未交付 



[市外大手ゼネコンへの発注金額] （単位：百万円）

00年度 29,737
01年度 19,839
02年度 9,982
03年度 36,315
04年度 15,898
05年度 9,218
06年度 7,780
07年度 9,186
08年度 4,876
09年度 2,908
10年度 3,774
11年度 2,906
１２年度 9,303

[市内中小企業への工事発注割合（金額ベース）]

00年度 65.4
01年度 71.5
02年度 74.4
03年度 56.6
04年度 68.8
05年度 73.2
06年度 76.0
07年度 72.0
08年度 77.7
09年度 86.2
10年度 85.4
11年度 86.0
１２年度 70.0

25

※２０１１年度の建設工事の総額は、４７８億８５１万円です。市内中小企業への発注割合は８６％にな
りました。日本共産党は、市内企業で困難な工事以外は、すべて市内に発注するよう求めています。 

00年度 01年度 02年度 03年度 04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度 10年度 11年度 
１２年

度 

系列1 65.4 71.5 74.4 56.6 68.8 73.2 76.0 72.0 77.7 86.2 85.4 86.0 70.0

（％） 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000
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度 

04年

度 

05年

度 

06年

度 

07年

度 

08年

度 

09年

度 

10年

度 

11年

度 

１２年

度 

系列1 19,839 9,982 36,315 15,898 9,218 7,780 9,186 4,876 2,908 3,774 2,906 9,303





●北九州市の年齢別・雇用形態（自営業者・家族従業者・会社役員など除く）

２０１２年就業構造基本調査より作成

総 数

全 体 パ ー ト アルバイ
ト

労働者派
遣事業所
の派遣社

員

契約社員 嘱 託 そ の 他

1,400 5,500 - 5,300 200 - - - 6,900
20.3% 79.7%
14,900 10,300 2,000 6,500 400 1,200 - 100 25,200
59.1% 40.9% 7.9% 25.8% 1.6% 4.8% 0.4%
24,000 13,400 4,800 2,100 1,000 3,000 2,200 400 37,400
64.2% 35.8% 12.8% 5.6% 2.7% 8.0% 5.9% 1.1%
27,500 12,400 6,300 2,800 1,300 1,400 500 200 39,900
68.9% 31.1% 15.8% 7.0% 3.3% 3.5% 1.3% 0.5%
31,700 14,200 6,800 1,600 1,000 2,900 800 1,100 45,900
69.1% 30.9% 14.8% 3.5% 2.2% 6.3% 1.7% 2.4%
32,900 14,600 11,500 1,200 900 1,000 - - 47,600
69.1% 30.7% 24.2% 2.5% 1.9% 2.1%
27,200 13,000 9,200 500 1,000 1,600 400 300 40,100
67.8% 32.4% 22.9% 1.2% 2.5% 4.0% 1.0% 0.7%
26,600 15,200 9,400 1,400 300 1,100 1,000 1,900 41,700
63.8% 36.5% 22.5% 3.4% 0.7% 2.6% 2.4% 4.6%
27,400 11,700 7,600 900 - 1,700 1,000 600 39,200
69.9% 29.8% 19.4% 2.3% 4.3% 2.6% 1.5%
9,500 23,700 10,000 3,600 100 2,900 5,700 1,400 33,200
28.6% 71.4% 30.1% 10.8% 0.3% 8.7% 17.2% 4.2%
3,600 9,500 5,400 1,700 100 800 900 600 13,200
27.3% 72.0% 40.9% 12.9% 0.8% 6.1% 6.8% 4.5%
800 4,800 2,700 1,700 - - 200 300 5,600

14.3% 85.7% 48.2% 30.4% 3.6% 5.4%
600 1,800 1,200 200 200 - - 300 2,500

24.0% 72.0% 48.0% 8.0% 8.0% 12.0%
228,200 150,100 77,000 29,300 6,500 17,600 12,600 7,200 378,400
60.3% 39.7% 20.3% 7.7% 1.7% 4.7% 3.3% 1.9%

■年代別にみる正規・非正規労働者数の比較
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[企業整理倒産は減少傾向] （負債総額１０００万円以上）

０１年 139
０２年 151
０３年 136
０４年 86
０５年 97
０６年 98
０７年 100
０８年 99
０９年 94
１０年 73
１１年 65
１２年 66
１３年 66

[業種別の倒産件数の推移]

製造業 建設業 卸・小売業サービス他
05年 5 37 30 25
06年 6 46 23 23
07年 11 40 27 22
08年 11 37 34 17
09年 13 33 25 23
10年 4 31 11 27
11年 6 21 21 17
12年 6 23 21 16
13年 11 16 19 20

28

０１年 ０２年 ０３年 ０４年 ０５年 ０６年 ０７年 ０８年 ０９年 １０年 １１年 １２年 １３年 

系列1 139 151 136 86 97 98 100 99 94 73 65 66 66

単位：件 

05年 06年 07年 08年 09年 10年 11年 12年 13年 

系列1 5 6 11 11 13 4 6 6 11

系列2 37 46 40 37 33 31 21 23 16

系列3 30 23 27 34 25 11 21 21 19

系列4 25 23 22 17 23 27 17 16 20

製造業 

サービス他 

建設業 

卸・小売業 



[北九州港コンテナ貨物数の推移]

０２年 397,831
０３年 443,870
０４年 462,577
０５年 483,799
０６年 468,950
０７年 493,891
０８年 531,728
０９年 409,229
１０年 480,228
１１年 512,033
１２年 506,107

　　※単位は個数。１個は１TEUで、２０フィートコンテナ１個が１TEU。

29

（個；ＴＥＵ） 

０２年 ０３年 ０４年 ０５年 ０６年 ０７年 ０８年 ０９年 １０年 １１年 １２年 

系列1 397,831 443,870 462,577 483,799 468,950 493,891 531,728 409,229 480,228 512,033 506,107



〔続くムダな大型事業への税金投入〕

●ＡＩＭ（アジア太平洋インポートマート）
２０１３年度

827,586
307,976
519,610

２０１４年度も１億２６０３万円の赤字
●ひびきコンテナターミナル予算

２０１２年度

30

443,308

２０１４年度
301,388

0
45,900

373,409

26,121

２０１３年度
325,401
23,307
39,200
55,400

361,620

805,824
285,964
519,860

295,032
23,188

0
43,400

賃料等

北九州港利用促進補助事業
（合計）

（単位：千円）

ターミナルの管理運営委託等経費
管理運営にかかる光熱費
ターミナル稼動安定化事業

予算額

（単位：千円）
２０１４年度

運営費

 小倉駅北口のＡＩＭには、北九州市が毎年８億円以上の税金を投入して支えてい
ます。広大な空きフロアーがあるために、市が税金を投入しなければやっていけな
いからです。市のいい訳は、市の施策を展開するための様々な施設を入居させてい
るのでムダではないというものですが、別にＡＩＭに入居させる必然性はまったく
ありません。 

 ひびきコンテナターミナルの２０１４年度の予算は３億７３４０万円です。これは委託料
等の支出金額。一方、同年度の収入見込みは、荷役機械使用料等で２億４７３７万円しかあ
りません。赤字額は１億２６０３万円。しかもこの予算（収入）見込みは、５万TEUの荷物
が来るという想定での数字。２５年の実績は４万TEU余りなので、５万TEUという数字は達成
できるかどうかわかりません。 

 市が想定した荷物が来ないために、毎年こうした赤字が続いています。 



  ●家庭ごみ量の推移
（入）

年度

合計

一般ごみ 粗大ごみ その他Ａ 焼却灰 その他Ｂ

95年度 467,623 314,191 4,493 6,139 126,108 16,692 773,950 455,903 92,029 764,858 20,813

96年度 489,214 324,741 5,198 6,236 136,708 16,331 816,883 480,543 97,777 804,415 21,139

97年度 496,781 324,545 5,791 6,398 143,447 16,600 848,962 492,726 94,218 830,745 22,272

98年度 503,850 307,271 6,138 6,506 165,094 18,841 612,948 500,826 90,374 590,785 25,187

99年度 514,359 305,570 6,440 6,632 178,085 17,632 704,342 527,128 93,742 667,080 24,493

00年度 523,804 303,438 7,258 6,864 188,535 17,709 482,306 534,049 94,964 446,122 25,939

01年度 520,007 307,659 5,303 6,413 183,388 17,244 329,498 531,364 96,901 295,340 22,801

02年度 512,061 306,543 5,067 5,748 178,292 16,411 300,209 531,526 95,922 259,217 21,527

03年度 530,307 306,216 5,090 6,236 196,734 16,031 260,958 556,038 102,540 214,519 20,708

04年度 508,267 287,735 4,655 5,627 195,961 14,289 289,602 527,692 96,194 252,816 17,361

05年度 448,647 270,441 4,809 5,256 154,555 13,586 319,532 469,821 89,164 283,060 15,298

06年度 438,374 237,393 5,682 5,890 167,818 21,591 395,062 452,425 83,861 365,034 15,977

07年度 406,690 211,742 4,303 4,569 164,682 21,394 291,659 402,446 55,481 258,322 37,581

08年度 364,129 207,343 3,364 4,800 148,622 20,174 263,214 381,500 51,542 228,926 37,091

9年度 349,902 201,514 3,115 4,680 140,593 19,871 131,158 365,036 48,212 103,562 32,333

10年度 349,365 200,154 3,043 4,799 141,369 19,391 220,608 364,830 47,899 192,308 32,226

11年度 349,544 200,982 3,189 4,792 140,591 19,104 121,347 366,320 47,120 103,906 30,971

12年度 351,902 199,841 3,144 4,742 144,175 18,839 112,410 372,843 53,147 90,804 32,907

　　　　　　　 

　　　　　　　 

31

一般廃棄物 　　処　　理　　・　　処　　分

資源化物
産業廃棄
物(廃土廃
材含む）

自己搬入

市　収　集　分 埋　　　立

焼却 再資源化

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

家庭ごみ量の推移（市収集分、資源化物、自己搬入） 

注 : その他Ａは、不法投棄、公共ごみ容器のごみ、散乱ごみなど.。その他Ｂは、一般廃棄物及び産業廃棄物の不燃物。再資源
化は、資源化物＋粗大ゴミから回収した鉄など。資源ごみは、かん・びん・ペットポトル・紙パック・トレイー、蛍光管 

資源化物は １９９３年  ７月  ビン・カンの分別収集開始。１９９７年１１月からペットボトルを追加 
        ２００２年     紙パック、トレイ、蛍光管を追加 
        ２００６年  ７月 プラスチック製容器包装、小物金属を追加 

７月からゴミ袋

有料化を導入 

事業系ごみ袋

有料化 
ゴミ袋有料化 

の値上げ 



●市内太陽光・風力発電導入量の推移(九州電力照会値）

◎太陽光発電　　非住宅用(公共・民間）

年度（平成） 19 20 21 22 23 24

件数 0 6 69 130 23 66

累計 41 47 116 246 269 335

電力容量（ＫＷ） 0 80 841 864 565 7376

累計 1819 1899 2739 3603 4167 11543

◎太陽光発電　住宅

年度（平成） 19 20 21 22 23 24

件数 358 249 831 1584 2108 2415

累計 2124 2373 3204 4788 6896 9311

電力容量（ＫＷ） 1133 932 3091 5892 8450 11773

累計 7435 8367 11458 17350 25800 37573

△風力発電

年度（平成） 19 20 21 22 23 24

件数 0 0 0 0 1 0

累計 2 2 2 2 3 3

電力容量（ＫＷ） 0 0 0 0 6 0

累計 16990 16990 16990 16990 16996 16996

●省エネルギー設備別住宅数 平成２０年１０月１日現在

行　政　区 世帯数

あ　　り な　　し あ　　り な　　し すべてあり 一部あり な　　し

全市  412 410  18 180  381 990  4 000  396 170  17 220  22 520  360 420

門 司 区  43 740  1 860  40 900   180  42 580  1 110  2 090  39 560
小 倉 北 区  88 870  2 650  83 280   260  85 670  2 250  3 870  79 810
小 倉 南 区  83 360  3 810  76 140  1 050  78 900  3 490  4 570  71 900
若 松 区  32 600  1 890  30 090   410  31 570  2 160  1 630  28 190
八 幡 東 区  31 660  1 390  28 870   350  29 900  1 120  1 520  27 610
八 幡 西 区  103 880  5 780  95 710  1 570  99 920  6 120  7 560  87 800
戸 畑 区  28 300   790  27 010   190  27 620   980  1 270  25 550
資料：総務省統計局「平成20年住宅・土地統計調査」                     
　注：住宅の所有の関係「不詳」を含む。
　　：1)　省エネルギー設備等「不詳」を含む。
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二重サッシ又は複層ガラスの窓
太陽熱を利用した
温 水 機 器 等

太陽光を利用した
発　電　機　器
















